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は じ め に
イランでは,こ の半世紀 の間に社会構 造 を大 き く変 える農業お よび土 地制 度上の変化 があっ
た。 この変化 は,地 主が農民 を隷属 させて きた前近代的 な地主制の廃止,大 規模 な企業的農業経
営の展開,家 族経営 を基本 とす る小農制への移行 とい う流 れ をた どったが,こ の変化が ドラス
チ ックな政治変動 を契機 とした点 にイ ランの特徴が ある。 この契機 の一つ は,1960年 に国王み
ずか らが 「白色革命」 と称 した近代化 ・工業化 に向けた制度改革であ り,ま た一つ は王政 を崩壊
させた1979年 の 「革命」である。
「白色革命」 は,イ ランの工業化 の初発 の時代 に,地 主 の政治的影響 力 を抑 え,国 王の権力基
盤の強化 と近代化 を図った構造 改革であ り,そ の柱 となったのが農地改革 であ った。 この改革は
1960年 か ら70年 代半 ばにかけて実施 され,こ の過程で土地所有 を基礎 に中央や地方 に政治的影
響力 を維持 してきた地主層の非政治化が進み,宗 教勢力の反発 を招 きなが らもこれを抑 えて,国
王主導の近代化 と工業化 が進展 した。ただ,民 主的な手続 きを経 て改革を進めるまでには国王の
政治 ・社会的な基盤 は確 立 してお らず,独 裁化 を強めて開発 を急 いだ ことで社会的軋礫 を高める
結果 になった。
農業制度の側面でみ ると,前 近代的な地主 ・農民 関係 に終止符 を打 ち,地 主 を村社会 か ら退去
させ た点で農地改革 は画期的であった。 しか し,農 業開発 を急 いだために農民 の厚生 よりも生産
力が優 先 され,資 源の合理 的配分 と規模 の経済が強調 された。 このため,零 細 な農民を切 り捨 て
大規模な企業的経営 を優先 させる政策が とられ,農 民や土地な し層1な ど村 に居住す る人々の不
満 を募 らせ る結果をも招 いた。
一一方
,1979年 の 「革命」 は,イ スラム勢力が政治権力 を掌握 した ことで 「イス ラム革命」 と
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呼ばれる ようになったが,農 業 ・農村政策 はポ ピュリズム的性格 を帯 びていた。「抑圧 された者
の革命」 という革命政権 のス ローガ ンの もと,農 産物 に対す る価格支持や各種の補助金 などによ
る小農保護の政策が とられ,人 口の50%を 占め る農村 人口の厚生 をはか ることに重点が置かれ
た。 しか し,企 業的な農業経営 と零細 な小農経営の並存 とい う農村地域 における二重構 造,ま た
農村の土地 な し層 をめ ぐる問題については政権 内部 に認識の相違が 目立 ち,政 策 にも一貫性がみ
られなかった。革命成功後 ほどな く新体制の もとで新 たな農地改革法が立案 された ものの,イ ス
ラム保守派の反対で棚上 げされ,イ スラム政権 による統一的な政策が決 まらない まま年月が経過
した。
農村 の土地問題 に対 しては,む しろ村落域 の農民 や土地な し層 に注 目すべ き動 きがみ られた。
クル ド地域 など特定の地方で,王 政が崩壊 する前か ら,零 細 な農民や農業労働者を中心 とす る大
土地所有者(旧 地主)に 対す る闘争が は じまっていたが,革 命が成功す る と,旧 体制 の崩壊で生
まれた農村地域 のアノミー状 況下で階級対立が激化 し,農 民,農 業労働者,土 地な し層 による大
農場の占拠が各地 に波及 し全 国的 に広が りをみせ るようになった。農村の住民が大土地所有者の
土地 を占領 し,そ の立ち入 りを阻止 して農場 の施設や収穫物 を押 さえ,最 終 的には農地 を住民の
間で分割す るという過激 な行動が,社 会的矛盾 を抱 えていた地方 に拡大 していったのである。 こ
うした行動には一部 に革命後 に農村 に入った建設聖戦隊や左翼勢力 な どの指導や扇動 もあった
が,闘 争 自体 はあ くまで農民や村の土地 なし層 の主体性 にもとつ くものであった。一方,革 命政
権 は内部 における意思 の不一致か らこう した動 きに敏速 に対応す るこ とがで きず,後 追いの形で
法整備 を行い収拾 をはか るという状態 にあった。
1979年 の革命 につ いては都 市の革命 として語 られることが多 い。都市部で起 こった民衆 のデ
モか ら生 まれた巨大なエ ネルギー によって成功で きた革命 であ ったか ら,都 市的革命であった こ
とに間違いはない。 しか し,農 村部で展 開 した この土地革命 とも呼ぶべ き出来事 は1979年 の革
命 を性格づける上で無視で きない重要 な一・項 目をな していた と言える。本稿 は,こ れまでほとん
ど注 目されて来 なかった革命期 にイラ ン各地 に拡大 した村民 による大農場 の占拠 について,具 体
的な事例か ら検証 し,そ の歴史的背景 を明 らか にす ることを 目的 とす る。 きっかけは2005年 と
06年 の2回 にわたるマルヴダシ ト地方2の 農村調査である。多 くの村 を訪 れ ヒヤ リングを進めて
い く中で,土 地の再配分 をめ ぐって激 しい闘争が展 開されていた事実 を知 った ことである。 また
この地方につ いては,1970年 代 は じめに も調査 が実施 されてお り,地 主制 の時代か ら農地改革





1978年 末,民 衆の反王政の闘争 が都市 で激 しさを増 していた頃,ハ メ ダン,バ ム,ト ル コマ
ン ・サホ ゥラでは大土地所有者の農場 をめ ぐって緊迫 した状況 にあった。 これは民族主義的性格
を帯びてはいたが,王 政期に実施 された農地改革 に対す る村民の不満 を主たる動機 とす るもので
あった。 こうした村民の不満 は各地に潜在 していた。 しか しイラン全体でみる と,革 命が成功す
るまでは,不 満 は潜在化 し表面的 には概 して穏やかであ った とい って よい。革命当時,マ ルヴダ
シ ト地方 に滞在 していた原隆一氏は,都 市 とは対照 的な農村部の情景 を次のように記 している。
騒然 とした都市 と比べ る と,農 村 は余 りに平和での どか な風景であった。ただ以前 と違 う
のは,家 々の屋上 に緑 ・白 ・赤 の三色 の国旗が翻 っていることであった。 これは国王支持の
表 明であ り,国 旗 を掲げていない農村 は空爆の対象 になる とい う噂が流れたためとい う。そ
して屋 内では人々が ラジオにじっ と耳を傾 け,都 市での反体 制運動の動 きを追っていた4。
村 の住民は 日和見 的態度で事態の推移 を見守 っていたのである。 しか し,王 政が崩壊す る と農
村 の情景 は大 きく変わることになる。 旧体制下で農村地域 の治安の維持 を担 って きたジャンダル
メリー(辺 境警察)が 解体 す ると,村 民 は国王支持 の旗 を立て る必要が な くなった。 さ らに,法
と秩序 の空白状況が生 まれたことで土地所有の法的根拠 も一時的に失われ,村 民 による土地再分
配の機運が一気 に高まった。
農民 の意識 の変化 には,都 市で革命 を担 った青年が農村 で活動 を始めたことも影響 している。
しか し,村 をめ ぐる経済社会 的な状況の変化 も大 きく関係 した。革命期の地域経済 はかな り混乱
し,失 業層 が滞留 して農村社会は不安定な状況 にあった。 とりわけ土地な し層の状態は深刻で,
都市 で失業 した人々が農村 に還流 したことで社会 的な緊張が高 まっていた。つ ま り,村 民 による
大土地所有者の農場 の占拠 は,貧 困 と失業 か らくる農村 の社会的緊張が法 と秩序 の空 白下 で爆発
した現象 とい うことがで きるのである。 とはい えその本源的理由をた どれば,土 地所有の著 しい
不均衡があった。零細 な農地 を耕作す る農民 と土地 な し層で構 成 され る村が存在す る一方 で,大
規模 な農場 とこれ を所有する大土地所有者が存在す る,土 地所有 における二重構造があったとい
うことである。後に詳 しく述べる ように,こ の二重構造は王政期 の農地改革 を契機 としていた。
このため,問 題の所在 を明 らかにす るにはまず農地改革法 と農地改革のプロセスをたどることが
必要 となる。 また,農 地改革 は農業部 門における近代化 を目指 した制度改革であったか ら,そ れ
までイランの主要な社会構成 であった地主制 についても遡 り検討す る必要がある。
農地改革が実施 され るまでのイ ランの農村 は地主制が覆 っていた5。地主 と農民の関係 につ い
ては地方 によって相違がみ られた。 しか し,イ ランの圧倒的部分 を占める乾燥 ・半乾燥地 の農業
地帯でい えば,農 民 は地主に隷属 し,支 配 と従属 の関係 か ら相互 に強い不信の構造があった。 こ
れをマル ヴダシ ト地方の事例でみる とおお よそ次 の ようであ る。
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① 地主 は一般 に村 を単位 に土地 を所有 した。乾燥 ・半乾燥地で は農業生産 に灌概が条件 とな
り,地 主はこの灌概用水 に も独 占的な権利 を有 していた。 また村民が居住する集落 をも所
有する ことが あ り,主 要 な生産手段 と生活の手段 を独 占す ることで地主 は強い権 限 を有
し,農 民 を支配 ・管理する 「村 の所有者」 のごとき存在 であ った。
② 地主 は所有す る村 をエステー トとして経営 した。農民はこのエス テー トの労働組織に編成
され,村 落 は 「飯場」のご とき性格 を帯 びていた。農民 は地主経営の農場 における雇農 と
して働 く権利 をもっていたが,そ の権利 はきわめて脆弱であ り容易に剥奪 された。
③ 農揚 で生産 された作物は地主 と農民の間で一定比率で分 けられた。地主 と農民 の分益比 は
灌概小 麦が2対1,夏 作が1対1,非 灌概小麦が1対4と されたが,実 際には経済外的強
制 によって地主は様 々な名 目で農民 を収奪 した。
この地主制は前近代 の領主制 か ら発展 した制度であ り,1920年 代か ら30年 代 にかけて中央集
権化 が強 ま り近代化 と工業化 のために国家的蓄積 を強 めてい く過程 で発展 した。国家が地主 を中
央集権体制の同盟者 として また国家 的収奪 の媒介者 として位置づけ,国 家 の暴力装置 によってそ
の権 限を保障 したことで確 立 した制度である。農民 は個別の農地 を経営する小農民で はな く,地
主の農場の雇農 として存在 した。地主 と農民 の関係 は,農 民 を支配 ・管理 して農場 を経営す る地
主 と,き わめて脆弱 な権利 しか もたない裸の労働力 である農民 との関係であ り,パ トロン ・クラ
イアン ト的ではない相互 に強い不信 の関係 であった。
村民 による土地 占拠が全 国的 に拡大 した1979年 は,農 地改革か ら15年 足 らず しか経過 してい
ない。 このため地主制の時代の記憶 は農民 の頭の中にまだあざやかに残っていた。旧来の地主 ・
農民 関係 は廃止 されたが,地 主 は村 の周辺 で相変 らず大規模な農場 を経営 していた。農地改革で
農民 に農地が譲渡 された とはい え徹底 した農地の再配分 が行われず,多 くの農地を地主が所有 し
続けていた ことへ の農民の不満は大 きく,農 地 をまった く譲渡 されなかった土地な し層 にとって
不満 はことさら大 きか ったのである。
2農 地改革 と 「メカニゼ」
1950年 代の終 り頃の イランは政治 と経済の危機 にあった。王政の最大 の支援者であ った アメ
リカも,第3次 五か年計画 の作成 に取 り組んでいた 「企画庁」 の官僚 も,ま た政治エ リー トの一
部 も,危 機 を脱す るために広範 な経済的 ・社会 的改革が必要だ とい うこ とで一致 していた。改革
を約束 して誕生 したア ミー二内閣は熱烈 な農地改革論者 として名高いアルサ ンジャー二を農業相
に据 え,農 地改革 を政策の 目玉 に した。 これに対 してまだ権力基盤が弱かった国王 は巻 き返 しを
図るべ く,農 地改革に婦人の参政権な ど他の改革案を加 える形で 「白色革命」 を宣言 した。
農地改革法は1962年 に成立 した。この法律で は複i数の村 を所有す る大地主 を対象 に,所 有す
る1か 村 を除 くすべ ての村 の農地 を農民 に譲渡するこ とが規定 された。地主の規模別分布 をみる
と,1人 の地主に所有 されている村 が村総数のほぼ4分 の1を 占めていた。 またこの地主の うち
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約!000人 は2か 村以上を所有 し,最 大 の地主は215か 村 を所有 してい た6。農地改革法では,た
とえば4つ の村 を所 有す る地主 の場合,3つ の村 について は農民 にすべ て譲渡 しなければな ら
ず,大 地主の経済的基盤 を弱体化 させ るには有効であった。 しか しこの法の対象 になったのは農
民数で全体 の3分 の1に 過 ぎなか った。 このため対 象 をさらに広 げるべ く1964年 に この農地改
革法に追加 の条項が加 え られ,改 革は第二段 階に進むこ とになる。
この追加条項 は,地 主 と農民が収穫 を分益 した地主経営 の農場 に適用 され,1962年 の法 で対
象か ら外 された1か 村 ない しそれ以下 を所有す る地主の農地が対象 となった。つ まり分益制 をと
るほ とんどの地主所有地が対象 とな り,次 の5つ の選択肢 が示 された7。
(a)地 主 と農民 との問で30年 の借地契約 を結ぶ。
(b)農 民 に土地 を売却す る。
(c)過 去3年 の分益 比率 で地主 と農民の間で土地 を分割す る。
(d)地 主 と農民の株 に よる共同農場 とす る。
(e)地 主が農民に金 を払い土地 を購入する。
それぞれ について簡単 に説明す ると,ま ず(a)は,前 近代 的な地主経営 を廃 止 し,地 主はあ
らたに農民 との間に借地契約 を締結す るとい うものである。地主が村か ら退去することで農民は
農業経営の主体 となるが,地 主 は相変 わらず土地の所有者であ り,農 民 は地主 に借地料 を支払 う
必要が あった。 しか も借地料 は,分 益で地主が取得 した額に相当 したため,地 主制の時代 とあ ま
り変わ らず高額であった。
(b)は,地 主が農地 を農民 に売却す る とい うものであ り,農 民 に地 主所 有地の譲渡 の道 を開
くものである。 しか し,購 入価格 は地主 と農民の双方の交渉 によって決め られ,一 般的に農民 に
高い土地代 金が求め られたか ら,農 民の多 くは支払能力がな く,こ の選択肢 で土地 を得た農民の
割合は非常 に少 なかった。
(c)は,地 主が所有す る農地 を分益比率(収 穫時に地主と農民が作物を分けた比率)で 分 け,農 民
に譲渡 される農地に対 しては有償 とす るとい うものである。 この選択肢 では後 に詳 しく述べ るこ
とになるが,農 民は地主所有地のほぼ3分 の1に 権利 を取得 した。一方,地 主に も3分 の2の 農
地が残 されたが,地 主 は 「メカニゼ」 と称す る企業的な農業経営を行 うことが条件 とされた。
(d)は,地 主 と農民 が株 をもち合 って共同経営 の農 場 とす る ものであ る。株 の所有比 率 は,
土地,家 畜,農 業施設 と農具の評価額で決め られたため,土 地や灌概用水 の提供者である地主が
圧倒 的な比率 で株 をもつ ことにな り,農 場 は実質的に地主が経営す る農場 となった。
(e)は,地 主が農民 に金 を支払い,地 主所有地 を企業的 な農場経営 に変 える とい うものであ
る。有償 による村の農地の囲い込みであ り,農 民は離農するか農業労働者になることになる。
以上か らわか るように,農 地改革 の第二段階で前近代的な地主経営 は全面 的に廃止 されること
になった。 したがって農地改革 には農民解放 としての側面があった。 しか し,選 択肢のいずれ に
も共通 していることは,地 主の利害を強 く反映 していることである。 もちろん地主の負担 もあ る
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が,む しろ農民 にかな りの負担 を課 してい る。農民は地主へ の隷属 関係か ら解放 されたが,貧 困
か ら解放 された農民は少 な く農民が期待 した内容 とはほど遠 いものであった。
農民 が地主か ら借 地す る(a)に ついては1969年 になって修正 され,農 地が借地農に売却 され
ることになった。譲渡代金 は高 く設定 された借地料の12年 分 に相 当す る額 とされ,農 民が支払
えない場合 には(c)の 方式で土 地を地主 と農民で分割 し,ほ ぼ3分 の1に 相 当す る農地が有償
で農民 に譲渡 されることになった。
農地改革が宣言 された当初,農 民 は農地が 自分たちの ものになると期待 していたか ら実際に施
行 された農地改革 に対 しては不満が大 きかった。 しか も,村 の住民 のうち非農民は恩恵を まった
く受けず,土 地 な し層 として農村 に滞留せ ざるを得 なかったため不満 はよ り大 きかった。 また,
農民の多 くは読み書 きがで きなか ったため,実 施の過程 でかな りの不正 があ った といわれてい
る。地主は担 当役 人に圧力 をか け,接 待 し賄賂 を支払 った。
農地改革法が地主に配慮 した内容 となった理由 としては,地 主が中央や地方の有力者 として政
治 に強い影響力 を維持 していたこともあるが,農 地改革が当初 よ り農地の完全 な再配分 を目指 し
ていなかったこ とが大 きい。 当時のイランは経済発展の離 陸期 にあ り,社 会的平等 よ りは農業制
度の近代化 が一義的な 目標 とされていた。農業生産力の発展のために前近代的な農場 を解体 し,
生産力 の高い経営形態 に移行 させ ることが主 たる課題 となっていた とい うこ とである。 これは農
地改革法で 「メカニゼ地」 が対象 か ら除外 された ことか らもわか る。「メ カニゼ地」 とは トラク
ターな どの農業機械 を導入 した企業 的経営の農場 のことであ り,こ の多 くは村 の農地 を囲い込み
農民を排除することで作 られたものである。
農地改革以前 にこうした 「メカニゼ地」が どの程度あったかは明 らかではない。ただ,地 方 に
よってはすでに1950年 代初めに トラクターの導入 など農業の機械化 を進 めた企業的経営 の農場
が存在 していた。岡崎正孝氏 による と,イ ラン北部 のゴルガン地方では,綿 花の国際価格が高騰
した綿花ブームの時代 に,テ ヘ ランや地方の政治家や商人 また地主の投資 による大規模 な農場が
生 まれてい る8。生産性 を高める上 で旧来の地主経営 が制度 的なネ ックとな り,こ れ を廃止 し,
企業的経営 に移行す る動 きが1950年 代 にす でにはじまっていたのである。「メカニゼ地」 は農地
を囲い込むことで農民 を排 除 して作 られたため,農 民 は無産者化 した。 こうした農場 は農地改革
ではその対象か ら外 されたため革命時における村民 による占拠 はこの 「メカニゼ地」 で とくに過
激 に展開 した。 これ は村 を追われた農民が地主に抱いた激 しい敵対感情 を考 える と容易 に理解で
きることである。
1950年 代末か ら60年 代 は じめにか けて,農 地改革の動 きを察 した地主 の中に も,農 地改革 を
逃 れる方策 として,農 場の メカニゼ化 を画策するものが数多 くいた。調査 を行 った村 にもこうし
た地主 による囲い込みの事例がい くつ もみ られた。ヘイラーバ ー ド村 とタージアーバ ー ド村 では
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3サ ナ ッ ド(農 地売買契約書)に みる地主経営農場 の分割
マ ルヴ ダシ ト地方の多 くの村 では農地改革の第2段 階の5つ の選択肢の中の(c)「 分益比率 に
もとつ く地主 と農民の農地分割」が選択 された。 このため,農 民 は地主所有地 のほぼ3分 の1を
取得 したが,地 主 はその2倍 の土地 を農地改革後 も確保 した。図1は,農 地改革後 におけるマル
ヴダシ ト地方の1つ の地区 における農地の所有状況 を示 した ものである。地主所有地 と農民所有
地がモザ イクの ように分布 しているのがわか るが,こ の6つ の村 の場合,面 積 は合計5300haあ
まりあるが,こ の うち農民の所有 となったのは1700haに 過 ぎない。残 りは旧地主に よって所有
され続 けた。
で は,農 地改革 によって地主 と村の農民の間で農地は どの ように分割 されたのか。 ポ レノウ村
の事例 で具体 的にみてい くことにする。
ポ レノ ウ村 の農地 売買契約書(サ ナ ッド)
売手(土 地の所有者)
①デヘガー ン家3ダ ング
② ジ ョーカール家1.5ダ ング
③ アブ ドッラーヒー家1.5ダ ング
以上ポ レノ ウ農場 におけ る地主 の持分であ る。 またこの売買契約書 は農場 に限定 され,館 におけ
る持分は登録書通 りである。
買手
農民36人 の名前が,親 の名前,身 分証明書 の発行地名 とともに記載 されている。
買手である各農民 は売買譲渡 され た土地の36分 の1に 権利 を もつ(購 入 した土地 は36入 の農
民の共有)で ある。
譲渡 された土地の総面積 は298ha,共 同で所有 されるこの土地 に対す る農民 ユ人の権利 は8.3
haと なる。
取引物件
ポ レノ ウ村 の298haの 土地 は上述 の地 主3家 の土 地 であ り,36サ フム(持 分)に 分 け られ
る。 また水源 国有化法に もとづ き,農 民 はそれぞ れ コル川 の840サ フムか ら22サ フムを与 え ら
れ る。
地主所有地 に対す る農民 の農地 の取 分 は,灌 概地で は冬作地 ユ/3,夏 作地1/2。 非灌瀧地 では
4/5と なる。 これ に より,地 主 と農民が調 印 した土地の配分 では,種 子15,280マ ンに相 当す る
夏冬作 の全灌概地の うち種子5,360マ ン分 と水利権,ま た種子2,735マ ンに相 当す る全非灌概地
の うち種子2,178マ ン分を農民の土地 とす る。
36人 の農民 は権利 を もつ ことになる298haの 土地 は農民のあいだで平等に分ける。
2つ の ガルエ(集 落)は 農民に割 り当て られ る土地にある。地主は この土地 を利用 してないが,
ガルエ内の倉庫や家畜小屋 は農民 と地主の共有であ り,農 民 に分 けられる もの以外 は地主の所有
物 として認 め られ る。
価格
買 い手 は281,016リ アルを(1人 当5,781リ ァル)を10年 の分割払 いで支払 う義務 を負 う。
買い手は1971年 か ら年 間578.1リ ァルを売 り手 に支払 い,公 証の領収書 を受取 る。
上 の資料 は農地改革の際に地主 ・農民問で取 り交 わ されたポ レノウ村 のサナ ッ ド 儂 地売買契
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約書)で あ る9。文書 自体 はよ り仔細 に書 かれているが,こ こでは要点だけを抜書 きした。土地の
売手である地主 の名前,買 手であ る農民の名前,取 引対象 となる農地の面積,譲 渡の内容,売 買
価格が記 されている。
まず,売 手についてみ る。
地主はデヘガーン家,ジ ョーカール家,ア ブ ドッラー ヒー家の3家 族か らなる。 ここでは省略
したが,登 記簿上の名義 は13人 であ り,所 有 の形態はモ シャーであった。イ ランでは所有 をそ
の形態か らマフルーズとモ シャーの2つ に分 ける。複数の地主が1つ の村 を所有す る場合,マ フ
ルーズは複数 の地主が村 の農地 を線引 きして分け境界で区切 って所有する形態である。 これに対
してモシャーは,農 地 を分割せず複数の地主が持分 で共有す る形態 である。農地改革前の地主経
営の農場ではモ シャーが一般的であ り,ポ レノウ村 もこの地主3家 が それぞれ3ダ ング,1.5ダ
ング,1.5ダ ングの持分 で共有 していた。持分 を示す ダ ング(dang)は,持 分総 数 を6と し,そ
の6分 の1を1ダ ングで表 した ものである。つ まり3家 は村 の土地 を2対1対1の 比率で共有 し
てお り,農 民 に譲渡 した土地 もこの比率で負担 した10。
モシャーで共有 した理由は,農 場が村 を単位に経営 されたことによる。所有者が複数であって
もモ シャーで所有 されていれば農場 が分割 され るこ とはないので ある。1930年 代 には一般 に1
人の地主が単独 で村 を所有す ることが多 く,こ のため所有 と経営 は一体化 していた。 しか し,時
代 が下がるにつれて分割相続 などで持分 を分けるケースが増 え,結 果 として所有 と経営 は分離す
る傾 向にあった。ポ レノウ村 の場合,農 地改革時 に名義人 は13人 で あったが,村 を1つ の農場
として経営 に当ったのはアブ ドッラー ヒー家の当主であ り,他 の地主は経営 に関わ らなか った。
次 に買手 をみる と,農 民36人 の名前が羅列 されてい る。 この36人 はほとん どが農地改革前 に
地主経営 の農場 で働いていた農民である。農場 で働 く農民の権利 をナサ クとい うが,こ のナサ ク
保持者が土地 を譲渡 される権利 を もった。
農地改革前のポ レノウ村の農場 は829haで あった。 この うち農民 に譲渡 されたの は34%に 当
る298haで ある(図1の グレーの部分)。農地 の分割の基礎 になったのは過去3年 間の地主 と農民
の分益比 である。サナ ッ ドには灌概冬作地(小 麦,大 麦)が2対1,灌 概夏作地が1対1,ま た
非灌概地で1対4の 比率で地主 と農民が農地 を分割す ると記 されている。
また,サ ナ ッ ドには地主 と農民 の農地 の分割が小麦の播種量 で も示 されている。種子15,280
マ ンである夏冬作の全灌概地のうち種子5,360マ ン,ま た種子2,735マ ンである全非灌概地の う
ち種子2,178マ ンを農民の土地 とする と書かれている。マ ンは重量 の単位であ り,1マ ンの重量
は地方で異 なるがマルヴダシ ト地方では約3.3kgに 相当する。かつて収穫量 はi播種量 の倍数で
表 され,耕 地 の規模 も播種量 で表現 された。サナ ッ ドもこの慣習 を踏襲 した と考え られる11。
土地 とともに水 も地主か ら農民に譲渡 された。ポ レノウ村 はコル川の ラームジェル ド堰 の分水
路か らの水 を利用 し,そ の量 は各村 が利用で きる水量 に対す る持分 数で示 された。水利権 は地主
に帰属 していたため,農 地改革では地主 ・農民間の灌概農地の分割比率でこの水利権の持分 も分
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割 された。サナ ッ ドに示 された840サ フム(持 分)は 農民 に譲渡 された持分数 を示 している。
農民へ の譲渡は一括 譲渡 の方式が とられ,農 民 もまたモ シャーで農地 を共有す る ことになっ
た。農民36人 は298haの 農地 に平等 な36分 の1の 持分 を手 に した。モ シャーで譲 渡 された の
は,そ れ まで農民が個別の耕地に耕作権 を もつ小農ではな く,地 主経営 の農場 で雇農 として等 し
い労働 の単位 として組織 され てい たことによる。譲渡 された土地 を均等 に36に 区分 する ことは
技術的 には難 しくはない。 しか し,農 民 に分割地 を耕作す る経験が な く,ま た伝統的な農耕技術
を踏襲する農業では農民 の共同労働が欠かせ なかったか ら,分 割地 に分 けることを しなか ったの
である。
4農 地改革 と生産力主義
では,農 地改革後 に旧地主の企業的経営 と村 の農民経営 との間には どのような経営上の違 いが
あったのだろ うか。まず,旧 地主に残 された531haの 農地は,農 地改革法で旧来 の農民 を雇農
とす る農場の継続が禁 じられ 「メカニゼ」が義務付け られた。このため,ト ラクターなど農業機
械 を導入 し,経 営者である地主の代理人の もとで農場制 による企業的な経営形態が とられた。一
方,村 の農民 は譲渡 された農地を地主経営の時代の伝統的な農法 と耕地制度をその ままの形 で踏
襲 し,強 い共 同関係 の下で耕作 を行 った。地主 は退去 したが分割 地 を経 営す る小農 にはな らな
か ったのである。 このため,農 村域 には地主所有の企業的な農場 と伝統的制度 を踏襲 した農民経
営がモザイクの ように分布するこ とにな り,こ の両者 の問 には生産性 において大 きな格差 が生 ま
れるこ とになった。1974年 の調査時 における両者 の生産性 を比較す ると,農 地の利用率 では企
業的農場 は農民 の共同経営地の1.5倍 以上,ま た単位面積 当た りの小麦の収量では2倍 以上の差
が生 じていたZ2。
農地改革では国王の体制基盤の近代化 と強化が意図され,地 主 を村か ら退去 させ たことでは一
応の成功 をお さめた といって よい。 しか し,先 にみたように地主にかな り譲歩 した内容になって
お り,国 王のやる気のなさが中途半端 な改革 になった と,農 地改革に否定的な評価 をす る者 も多
い。村 の農民の厚生 とい う観点か らは確か に徹底 した改革ではなかった。だが,こ の農地改革 を
農業改革 とい う側面 でみる とまた別の見方がで きる。1965年,国 王 は次の ような演説 を行 って
い る13。
イランの灌溜i農地 は400万ha以 下であ り,国 民 に食糧 を供給す るには不十分 な面積 で
あ る。工業化 を進めるには食糧 を自給すべ く農業生 産性 を高める必要がある。 このために
は農地は適正な規模 とすべ きであ り,経 営は非経済的な小単位 に分割 されてはいけない。
開発政策 を進めてい く上で資源の再配分 と生産性 の向上が必要であるとの主張である。規模 の
経済 とい うことでは農民的経営 よ りも企業的な農場 に期待 が向け られていた。経済 開発 を進め農
業の生 産性 を高 めるため には,地 主経営 を企業的な経営 に衣替 え させ る ことが必要 であった。
「メカニゼ」 された農場,つ まり機械化 された近代 的な農場が農地改革の対象 か ら外 され,ま た
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ポレノウ村 の例でみた ように,農 地改革の対象 となった村 で 「メカニゼ」 を条件 に地主 にかな り
の規模 の農地 を継続 して所有す ることを認めたのも,経 営の近代化 と規模 の経済 による生産性の
向上が期待 されたか らである。 もっ とも農民 に期待が向 けられなかった訳 ではない。政府 は農民
の経営 を補助すべ く農村協 同組合 を組織 し,金 融,販 売,購 買 などの事業 で支援 を行 っている。
しか し官製の組合は必ず しも効果的に機能せず,農 民 は経営資金 に不足 し,か つ伝統的農業制度
を踏襲 した ことで期待 される成果 を挙 げなかった。
要す るに,地 主所有の農地 の全面 的な配分 を期待 した村民 と,近 代化 と生産力の向上 を目指 し
た国家 との間には,農 地改革 の理解 において当初 より齪鱈があ り,ポ レノウ村の農民や土地 な し
層か らみ ると,農 地改革は国家権力 による村の農地 の囲い込み と認識 されていたのであ る。
王政 は開発計画を実行 して行 く過程 で生産力主義 を強めていった。 これは1974年 の国王の発
言 にもみ られる。当時はオイルシ ョックで産油国 イランも莫大 な石油収入 を手 に したが,彼 は
TIME紙 の インタビューで,こ の石油収入 を開発の資金 に工業化 を進 め,20世 紀末 には工業 国
の5本 の指 に入 る努力 をす ると述べ ている。 この開発 の理念が農業政策に反映 したのが1968年
に成立す る 「農業公社設立法」 と 「ダム下流域の農地開発 のための企業設立法」 の2つ の法律 で
ある。 この うち後者 は,イ ラ ン南部の フーゼス タン州で進め られていた水利開発 との関連で,こ
の地区の100万haに 及 ぶ土地 を数千 ない し2万ha規 模 の農場 に再編す るとい うものであ る。
1976年 時点で開発 されたほぼ30haで 国内資本や外 国資本 に よる農業会社が,ア メ リカの農 業
経営方式に よって農場 を経営 してお り,こ のため対象地域 にあった70に 及ぶ村が解体 された。
一方
,農 業公社設立法は,水 利 開発 など農業基盤の整備 を進めた地域 で,国 家主導の農場 を建
設す る とい うものである。対象 となったのは農地改革で農民所有 となった農地であ り,こ こに政
府 か ら技術者 と技 師が派遣 されて経営 に当た り農業省が指導 ・管理 を行 った。村の農民 に対 して
は,土 地 を収用する代わ りに株 を与 え収益の一部を配当 として分配す る,い わば半国営農場であ
る。 ここで も,国 家 による囲い込みが行われ,村 の農民は再び農地 を失ったのであ る。
マルヴダシ ト地方 では,こ の法 にもとづ き9つ の農場 が作 られた。その1つ ラームジェル ド農
場 にはポ レノウ村 を含めた6つ の村の農民の農地が組み入れ られた。農地改革で農民が権利を得
た1696haの 農地が対象 とな り,旧 地主の土地3584haは 「メカニゼ」 で経営 されていた ことで
対象外 とされた。この結果,農 民 は株 を得 る代 わ りに農地改革で得た農地の所有権 を放棄するこ
とにな り,多 くが離農 を余儀 な くされた。
この2つ の法律 に もとつ く農業 開発 はいずれ も伝統的な耕作 を続 けていた農民の農地 を囲い込
んで近代 的な企業的な大規模経営 に編成替 えする とい うものであ り,農 民 にとって はまった く不
本意 なものであった。 しか し,当 時 は開発独裁 の王政下 にあ り,農 民は抵抗 する手立てを持たな
い まま不満 を潜在化 させ たのである。
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二 村民 による農場占拠 と革命期の土地政策
1臨 時政府 ・革命評議会の農業 ・農村問題 への対応
イラ ンにお ける反工政の運動 は,1978年1月 に宗教都市 コムで起 こったデモ を皮切 りにテヘ
ランをは じめ とす る各地の都市 に波及 し,翌 年1月 の国王 の国外脱 出 をへ て,革 命 に至 った。
1979年1,2月 には,イ スラム国家への移行期 の行 政 と立法 を担 うべ く 「臨時政府」 と 「革命
評議会」が設置 され,旧 体制崩壊後の任務 を遂行 し,混 乱期にお けるさまざまな問題を解決す る
ことになる。 しか し,当 初 この行政府 と立法府 に集 まった中枢部 の人たちは革命後 に直面 した諸
問題 に対処すべ き明確 なビジ ョンもプランももたなか った。王政 を打倒 して革命が成就 した もの
の,こ の政治革命 を経済お よび社会革命へ と発展 させ るべ きか,ま た発展 させ る とする とその範
囲 をどこまで とす るか,と いった主要 な命 題に関 しては内部 に意見 の相違が大 き く,イ デ オロ
ギー対立の形で表面化 していた。その後,憲 法,大 統領制や国民議会な どの制度的枠組 は整 って
いったが,社 会 ・経済面での改革を どこまで,ま たどの ように進 めるべ きかにつ いては,意 見 の
相違か ら対立が さらに深 まっていった。
農業 と農村 をめ ぐる問題 は,イ デオロギー対 立がか らんで意見 の相違が もっ とも顕著 に現れた
ものの一つである。 とくに緊急 を要 したのは,農 村 部にお ける土地問題の解決であ る。農村 には
生活 を最低 限維持す る土地 しか もたない零細 な農民が多 く,ま た土地な し層 も数多 く存在 してい
た。 ア シュラ フによれ ば,土 地 な し層 ・零細 農民層 の人 口は革命 時 に150万 を上 まわ ってお
り14,革 命が不公平の是正 を主要な課題 としていたこ とか ら,社 会 的正義 とい う意味で も急 ぎ対
応せ ざるを得 ない問題であ った。 しか も農村部 です でには じまっていた大土地所有者(旧 地主)
の土地 に対す る農民 による占拠 と新たな農地改革の要求に対 して も対応が求め られていた。 しか
し,臨 時政府 と革命評議会 は構成 メ ンバ ー問のイデオ ロギー対立か ら,し ば らくの問これ らの問
題 に何 の乎立て も施す ことがで きなかった。
革命 を社会革命 にまで発展 させ るか否か とい うこととは別に,農 村 部を直撃 していた経済の悪
化 に対 して も速急 な対 策が求め られた。大土地所有者の革命時における国外逃亡や農民 との対立
に起 因す る農村社会の不安定化 によって,農 業生産は大 きく落ち込んでいた。 また,経 済状況の
悪化 により都市部 の雇用が減少 したことで,建 設や工業部 門に従事 していた農村 出身の季節労働
者や移住労働者が農村 に還流 し,農 村 部における失業問題 も深刻化 していた。
革命後 の農村 はこうした緊急 を要するさまざまな問題 に直面 していた ものの臨時政府 と革命評
議会の体制 は問題 の解 決を先送 りし,対 策 といえるのはせいぜ い,王 政期 に前体制に強 くコミッ
トしていた大十地所有者の土地 を没収 して農業省やモス タズアフ ァン財団15の 管理下にお いたこ
とや,後 に述べ る農業公社(シ ェリカト・サハミー ・ゼラィー)の 解体 を求め る農民 の要求 に応 じて
法整備 した りしたこと ぐらいであった。
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2農 民による旧地主農場の占拠
臨時政府 と革命評議会が農業 ・農村 問題 に有効 な手立て を講 じる ことがで きない間に,農 民や
土地な し層 による土地 占拠 が各地で始 ま り全 国に拡大す る傾 向をみせた。 これにはさまざまな要
因があ る。王政期 に地方の治安維持 を担 っていた ジャンダルメ リー(辺 境警察)の 機能崩壊 も大
きい要 因である。農村部の秩序が失われ一種 のアノ ミー状態が生 じたことで農村 部の人々が不満
を容易 に行動 に結びつ けるようになったことであ る。 しか し直接的な要因は農村 の貧 困と失業の
深刻化 にあった。例えば,ハ メダンやバ ムで起 きた旧地主所有の農場での占拠騒動 では,都 市で
職 を失 い村 に戻 って きた入たちが指導 したといわれている16。あ る村 で起 こった農場の 占拠 はす
ぐに近 隣の村 に波及 したが,こ れには若者や左翼勢力17も 大 き く関わった18。左翼勢力が組織的
に関わると土地 占拠はイデオロギー的性格 を帯 びるが,こ の組織的支援 を受 けた トルコマ ン ・サ
ホ ゥラの農民 による農場 占拠 の場合 には武装 闘争 にまで発展 した。 この地方 では,地 域 の都市エ
リー ト層 と中央の資本家や軍人 また官僚が大土地所有者層 を構成 し,農 地改革の前 にすでに 「メ
カニゼ」 による大農場が広が っていた。そ して,「 メカニゼ」であ ったがゆえに農地改革の対象
とはな らなかった。一方,農 民 の多 くは土地 を失 ってお り,農 場の労働 には現地の少数民族であ
る トル コマ ン人 と1930年 代 以降 に この地域 に移 住 したザ ーボ ル地方 の 出 身者 が従 事 してい
た19。都市ゲ リラ出身の左 翼勢力 は,革 命の直後 にこの地方に農村議会 を設置 し,農 業労働者 を
組織 して土地 占拠 を指導 したのである。臨時政府 と革命評議会 は,農 民や土地 なし層が大土地所
有者の農場 を占拠 した事実その もの よ り,そ れ を支援 する左翼勢力 の役割 を恐れ,1979年4月
に占拠運動 を制圧すべ く軍 と 「革命委員会」 のようなホメイニ支持者武装組織 を派遣 した。 しか
しこの ときは解決 に至 らず,臨 時政府崩壊後 の1980年2月 になって政府 は再 び治安部隊 を投入
して ようや く制圧 に成功 した。
こうした旧地主農場 の占拠 の動 きに対 して政府が具体的な方策 を立て られない状況下で,大 土
地所有者側 もこれ を阻止すべ くさまざまな努力 を払 った。彼 らは革命以前か ら地方の政治的影響
力 をもつエ リー ト層 と密接 な関係にあ り,ま た自らが有力者である場合 も多 かったが,革 命後 に
お ける占拠騒動 に際 して も,こ のネ ッ トワークを利用 して阻止する工作 を行 った。この場合 とく
に重要 であ ったのは,イ ス ラム体制が確 立す る過程 で影響力 を強めた保守系 の聖職者 とのネ ッ ト
ワー クであ る。革命政権の土地政策は一・貫性が なかったが,影 響力 をもつ保守系の聖職者は往 々
に して大土地所有者寄 りであった。
3農 場占拠 と革命政権 の対応
臨時政府 と革命評議会 は,農 民 による土地 占拠 を重大 な問題である と認識 していたが,当 初 に
おいてはきわめて慎重かつ保守 的な対応 をとった。土地 占拠 問題 を穏便 に解決 させ ることを望ん
だ革命評議会 は,1979年7月24日 に 「農地権利侵害防止法案」 を議決 し,地 方の名士や役人 な
ど5人 か らなる 「5人委員会」 を設置 して,革 命前 の1978年8月20日 以降に起 こった土地 をめ
26商 経 論 叢 第42巻 第3号(2006.12)
イラン革命後 の土地配分 に関係 する法 と法案
(当時は,法 案で も社会的な影響力 をもっていた)
1979年7月24日(革 命評議i会)「 農地権利侵害防止法案」
1979年9月15日(革 命評議会)「 イス ラム体制下の土地再生 ・土地譲 渡法案」
1980年4月15日(革 命評議会)「1979年9月15日 のイス ラム体制下の土地再生 ・土地譲 渡法案 の改
正法案」
1986年10月30日(イ スラーム国会)「 農耕のため臨時的に農民の管理 下に置かれた利用地 お よび未
利用地 の譲渡法」
ぐる紛争 を解決す るように指示 した。 しか しこの5人 委員会の設置による解決策 は全国 レベルで
急増 していた農場の占拠 に対処す るには十分 ではな く,委 員会 を設置 した ことが逆 に占拠 を助長
す る形 に もなった。
事態が深刻化 して行 くなか で臨時政府 ・革命評 議会 は危機 感 を募 らせ,1979年9月15日 に
「イスラム体制下の土地再生 ・土地譲渡法案」が議決 された。 この法案 は,国 有地 となってい る
未利用地(bayer)と 没収地,そ れに不毛地(mavat)に 限って村 の農民や土 地な し層 に分 けるとい
うものであ る。 しか し,放 置 されている農地 の分配を可能 とした ものの,大 土地所有者の農地の
再分配 に言及す るもので はなかった。
全国に拡大 していた土地占拠の動 きをみる と,こ の程度の対策ではまった く不 十分であ り,事
態の収拾 を図れない ことはもとよ り自明であった。このため,知 識人や メデ ィア,ま た左翼勢力
は法案 に一斉 に反発 し,よ り大胆 な方策 として新 たな農地改革 をプログラムにのせ ることを要求
した。 しか し政府の反応 は依然鈍かった。バザルガ ン内閣の農業相 であ ったイーザデ ィは,王 政
期の農 地改 革で地主の土地 はすでに分配済み である として大土地所有者 の存在 その ものを否 定
し,新 たな農地改革の必要性 を認めなかった20。イーザデ ィ自身が地主家 族の出身であ り,家 族
がマルヴダシ ト地方に数百ヘクタールの農地 をもっていた。 この例が示す ように,臨 時政府 ・革
命評議会 と農村 ・農民の間で認識にか な りのずれがあ ったのである。
農村の不安定化 が深 まるにつれて,臨 時政府 ・革命評議会の体制 を支持す る者 のなかか らも農
地改革の必要性 を主張する声が大 きくなった。1979年11月 に起 こったアメ リカ大使館 人質事件
をきっかけにバザ ルガ ン首相 が辞任 し農業相 も交替す ると,農 地改革論者 の声 は さ らに高 まっ
た。 しか しなが ら,バ ザルガ ン辞任後 に勢力 を強めたホメイニ派 の宗教勢力 は,基 本においてイ
ス ラムの法 と伝統 にのっ とって私有権は尊重 されるべ きとの立場 をとっていた。 ただ,当 時のイ
ランで勢 いを増 していた左翼勢力 に対抗 して不安定化 した農村 に秩序 をとり戻す には,あ る程度
の社会 的革命 を認 め なけれ ばな らず,「 イスラム法 的かつ 限定 的私 有」 とい う概念 をつ くりだ
し,イ スラム法にお ける私有権尊重の解釈 と大 きくずれない範 囲で農地改革 に正当性 を持たせ よ
うとした。つ ま り資本 主義の 「無 限な私有」ではな く,左 翼の主張する ような完全な農地の再配
分 とも異 なる第三 の道 として 「イス ラム法的 ・限定的私有」 を考 えだ した21。土地 問題 につ いて
は農村部 において農場 の占拠 という状況が先に進み,後 追い しなが ら穏健 におさめることを望 ん
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だ宗教勢力の苦 肉の策 ともい うべ きものである。
新たに農業省 の土地担当の副大臣 となった レザー ・エス ファハー二は熱心 な農地改革論者 であ
り,主 導的役割 を果た して新 たな農地改革法案 の作成 に取 り組 んだ。法案は1979年9月15日 の
法案の改正案 という形 で提出 され,「 革命評議会」の審議 の上で議決 された。
この農地改革法案に伝統的な宗教勢力 は強い反発 を示 した。例えば著名なローハ ニ師は,選 出
されたばか りの大統領 に宛てた書簡 で,こ の法案がイス ラム法 とイ ラン ・イスラム共和 国憲法 に
反する と断定 して廃案 を求めた22。このため革命の指導者 として絶大 な権威 を有 してい たホメイ
ニのお墨付 きが必要 となった。 ホメイニ自身 も私有権尊重の立場 をとっていたが,新 体 制の安定
のためには何 らかのかたちで農地改革が必要 だ考 えていた。恐 らく宗教界 の伝統的な有力者 との
対立 を避 ける必要があったためであろう,法 案が イスラム法 に反するか否かについての判 断を側
近の イス ラム法学者(聖 職者〉であ るベヘ シテ ィ,メ シキニ,モ ンタゼ リーの3人 に委 ねた。結
局,法 案は修正 もな く1980年4月15日 に再 び革命評議会で可決 されるこ とになった。
この法案は,1979年9月15日 の 「イス ラム体 制下 の土地再生 ・土 地譲渡法案」を改正 し,農
民や土地 なし層への土地の分配 につ いて,そ の対象 となる土地の定義 を大幅 に広げた点で重要 な
内容 を もっていた。 まず国有地や没収地(a条 とb条 の土地)を 「必要 に応 じて」人 々に譲渡すべ
きと規定 し,さ らに 「前体制 の基準 による私有地である」 とい う前置 きをしなが ら,か つて 「利
用 地」(dayer)で あ った が現在 は 「未 利用 地」(bayer)と な って いる土 地(c条 の土地),さ らに
「現在の利用地」(d条 の土地)も また分配 の対象 とされ た。 この うち 「d条の土地」 は,現 在 農業
に利用 されている農地 を指 してお り,こ の法案が大土地所有者の土地 まで切 り込んだ形 になって
いるこ とは大 きな前進であった。
大土地所有者の土地 に関す るこの法案の規定では,所 有者が農業 に従事す る場合,そ の地域 の
慣習 に基づ き家族が生計 をたて るのに必要 な農地面積 の3倍 までが留保 され,こ れ を超 えた農地
を農民 と土地 な し層 の間で分配する。 また農業 に従事 しない場合 は,留 保 される土地は生計 をた
てるのに必要 な面積の2倍 まで とした。 ただ,い ずれの場合 もその地域 に農地 を必要 とす る農民
が存在すること,し か もa条 の土地やb条 の土地 を農民の間に分配 して さらに不足 している場合
にのみd条 の土地 を も分配の対象 とす るこ とが条件 とされ た。 この法案 を実行す るため,中 央
には直 ちに本部が設置 され,地 域 ご とに農業省の代表2名,内 務省の代表1名,建 設聖戦隊の代
表1名,シ ャリア法判事1名 そ して村民代表2名 か らなる 「7人委員会」が置かれた。
法案が実施 され る過程 で様 々な問題が露呈 した。「7人委員会」 の多 くは法律が定め る範 囲を
超 えて大土地所有者の土地 を農民 に分配 し,恣 意的行動 に走るケース も多 々あった。 またこの逆
のケース もあ った。 この結果,農 村部は混乱 して農業生産 はさらに打 撃を被 った。各地で農民 に
よる農場 の占拠 も多発 した。 もちろん大土地所有者側 も事態の展 開を手をこまねいてみていた訳
ではな く,農 民 や土地 な し層 による占拠 に対 して合法 ・非合法 の手段 を選 ばぬ対抗 措置 を とっ
た。 このため農村 の混迷は深 ま り,農 業生産 にも大 きく影響 した。法律 の行使 に よって期待 され
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た失業 問題の緩和 とい う点で もあま り効果がみ られなか った。
結局,反 発す る伝 統的な宗教界 か らの強い圧力 の下,c条 とd条 の土地分配 の作業 は1980年
11月 以降停止 に追い込 まれ ることになったが,こ の ときまで に分配が完 了 していたのはわずか
に15万haの 不毛地(mavat)と この法案の対象 となった3.5万haの 土地に過 ぎなか った23。
その後,土 地改革 をめ ぐる綱 引 きと対立の舞台は国会 に移 る。1982年3月 に国会 の農業 委員
会 は,1980年4月25日 に議決された 「イスラム体制下 の土地再 生 ・土地譲渡法案」 を改正 した
法案 を修正 し,国 会に提 出した。 この法案はかな り後退 した内容 となってお り,伝 統的宗教勢力
の勝利 の証 と評 され た ものであ る。 に も関わ らず,こ の修正法案は国会通過後 の1983年1月 に
保守勢力の牙城であった護憲評議会 で却下 されて しまう24。そ して法案 が頓挫 してか らは しば ら
くの問農地改革 をめ ぐる動 きもな くなる。 これはいわば農業 ・農村 問題 にお ける社会革命 の挫折
ともい うべ きで きごとであった。
ようや く1980年 代 半ば になって,政 府 は土地 問題 を解 決すべ く新 たな法案 を国会 に提 出 し
た。 これは護憲評議会の意見 も反映 され た形 で,1986年10月30日 に 「革命 後農耕の ため臨時
的 に農民の管理下に置かれた利用土地(Dayer)お よび未利用地(Bayer)の 譲渡法」 として国会 で
可決 された。法律 の名前か らもわかるように,こ れは農地改革の法律ではな く,農 民や土地 なし
層が占拠 している農地 における紛争 を解決す ることを目的 とした ものである。農地改革法がイス
ラム保守層 によって棚上げされ る中,農 村で は占拠 した土地が分割 され非合法の ままで農民や土
地な し層に よって耕作 され続 けていた。土地革命 が農村部 で起 こっていたことで,こ の既成事実
を政府 も追認せ ざるを得なかった といえる。 占拠 された土地 を分配 して問題 を片付 けようとした
のであ る。 ただ これには,法 が適用 される対象 を占拠が1981年3月20日 以前(ク ル ド人住居地は
1985年3月20日)に 発生 した ものに限定す る とい う条件 が加 え られていた。 さらに注釈で は,大
土地所有者 と占拠農民のあいだにすで に契約が成立 している場合 は対象外 になることや,農 業以
外 に収入源が ない大土地所有者 に 「慣行 に基づ く3倍 」(家 族が生計を立てるのに必要な農地の3番 を
保証する)の 規定 も設け られた。
三 マル ヴダシ ト地方 における旧地主所有地の占拠
1シ シ ドンギ村の農場 占拠 と農地の分割
政府 と中央の権力機構 のなかで政策論争が繰 り広げ られている間,農 村部では村民 による大土
地所有者(旧 地主)の 農場 の占拠が進み,こ の動 きは各地で土地革命 の様相 を もみせていた。 中
央政府および議会 と農村 との間には時代状況に対する認識 に大 きな落差があ り,土 地 問題に関 し
ては村落域の住民主導 で展開 した とい うのが当時の実情であった。 ここでは農村部の農場占拠の
過程 とその後 の動向 をとくにマルヴダシ ト地方 の事例 でみて行 くことにする。
マルヴダシ ト地方の村で は,先 に述べた ように,王 政期の農地改革後 に2つ の農業経営の形態
が並存 していた。一つ は,農 地改革で土地所有権 を得 た農民が共同で所有 し強い共同組織 の もと
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で営 まれた農民経営であ り,ま た一つは農民へ の譲渡 を免れた旧地主所有地における大規模 な企
業的 な農業経営である。農地面積では,地 域 のほぼ3分 の1を 前者が,ま た3分 の2を 後者が 占
め,経 営形態 を異 にす るこの2つ が図1に みるようにモザイクの ように広がっていた。
一方
,農 地改革で土地に権利 を得 られなかった土地な し層が相当数村落 に滞留 していた。彼 ら
の中には村外 に雇用 を求めて都市 に移住す るもの もあったが,多 くは村 に居住 して企業的経営の
農場で臨時 に雇用 され,ま た土木事業 など不安定雇用の状態におかれていた。
農場 の 占拠 はマル ヴ ダ シ ト地 方 にお い て も,1979年 の 革命 以 後 に激 し く展 開 した。占拠
は,1979年 は じめか ら1980年 春 にかけた時期 に多 く,あ る村 の土地 占拠 が近隣…の村 に波及す る
形で地域全体 に広が り,そ の後 も1980年 代末 まで散発 的に続 いた。
まず,イ スマイール ・アジャミーが調査 したマルヴダシ ト町に近いシシ ドンギ村 の事例でみる
と25,早 くも旧体制が崩壊す る3か 月前か ら村の活動家 によるア ジテーシ ョンが は じま り,革 命
が成功 した直後 に農場 の占拠へ と展開 している。 この村 には2つ の大土 地所 有者 の農場 があ っ
た。その一つ は,ポ レノ ウ村 の場合 と同時 に,農 地改 革の第二段 階で 「分益 比 に よる農地の分
割」が選択 され,農 民への譲渡 を免れた農地で 「メカニゼ」 による経営 を行 っていた旧地主 の農
場である。 また一つは,農 地改革法が施行 される数年前の1960年 代初頭 に,地 主が経営地全体
を囲い込み農民を排除 して 「メカニゼ」 をお こなった農場である。革命直後 の占拠 はこの うちの
後者で始 まった。農地 の囲い込みで排除 された元農民の2人 の息子が リーダーシップをとり,同
じく排 除された人たちを糾合 して実行 され,農 場の農地 を少 しずつ奪 い取 っていった。 まずお よ
そ14haを 接収 し,収 穫 した砂糖 ダイコンの運び出 しを阻止 した。次 に,砂 糖 ダイ コンの栽培 を
予定 していた130haの 休耕地 を占拠 し,最 終 的には残 りの土地 と5つ の灌概用 のポ ンプ井戸 を
占領 し,農 場 の管理人を村 か ら追い出 した。そ して,彼 ら元農民が農地 を回復 してここで共 同耕
作 を開始 した。この農場の場合,農 地の囲い込みで農民全員が追い出されていたため恨みは大 き
く,革 命期のアノ ミー状況下 において占拠行動が激 しい闘争 の形で展 開 したのである。
農地改革で地主 と農民が農地 を分けた もう一つの農場では,農 民 は農地改革で3分 の1に 権利
を得ていたため,当 初,土 地占拠 とい う行動 には出なか った。 しか し周辺の村 に占拠騒動が拡大
してい く中で,1年 半後 に旧地主の農場 の占拠が行われた。旧地主は,村 民 による農地 の 「不当
な」 占拠 を,王 政期 の治安警察 に代 わって農村 部 に入 って きた建 設聖戦隊(ジ ハー ドサーザンデ
ギー)に 訴えたが聞 き入れ られ なかった。
農地改革法案が1980年4月 に革命評議会で議決 された とき,地 域 にお ける実行組織 として 「7
人委員会」が組織 された。 この委員会 は法案が棚 上げ された後 も活動 を続 け,法 的には決定権は
なか ったが農場 の占拠 に対 して調停機能 を維持 していた。旧地主 と村民の双方か ら請願が出され
たため,7人 委員会 の地方 のメ ンバー は1981年 に村 を訪れ,占 拠 された2つ の農場の150haを
31人 の土地 な し層 に分ける裁定 を下 した。 しか し,こ の裁 定には法的拘束力が な く,土 地 も登
記 されない まま占拠 と紛争の状態が続いた。
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紛争が収束 に向か うのは,非 合法 の土地 の占拠が続 くことを危惧 した国会が急 ぎ解決 を目指 し
て提案 した1986年10月30日 の法の成立以降である。 この法律 は,す で に述べ た ように,7人
委員会や旧地主への強い圧力 とな り紛争の解決が図 られるようになった。 この結果,シ シ ドンギ
村 では,農 地 を囲い込んで農民 を排除 した旧地主の農場 の場合,旧 地主 は250haを55人 の農民
に,120haを23人 の土地 な し層 に無償 で譲渡す るこ と,そ の代 わ り,占 拠民 は占拠地の140ha
を地主 に戻す ことで合意 された。 また もう1人 の旧地主の場合 は,土 地218haの うち130haを
農民44人 に譲渡 し,残 り88haを 旧地主に戻す ことで決着 した。
2ポ レノウ村 にお ける旧地主農場の占拠
ポ レノウ村の場合,第 一章でみた ように,農 地改革後 に農民 に譲渡 された農地 は1975年 に農
業公社の ラームジェル ド農場 に組 み入 れ られ,農 民36人 は農地 を失っていた。革命 が成功 して
間 もな く農業公社 は廃止 され,農 場 も解体 されて元の農民 に戻 されることになった。農場の解体
と農地返還 の具体 的な手続 きは,司 法府の代表 と農業省 の役人それに農民 の代表 か らなる監視 団
の もとで進 め られた。 ラームジェル ド農場 には農民が所有 していた農地,農 業機械,農 場の労働
者の住宅 として建設 された住宅団地(シ ャハラッキ)な どの資産があったが,こ の清算が監視 団に
委ね られ,ポ レノウ村の農民36人 へ の復帰が決定 された。
農業公社農場 の解体 と並行 して,旧 地主の3家 族が所有する農場の占拠が村民 によって はじま
る。 この 占拠の経緯 は,リ ーダー的な役割 を果た した村 の農民ガーセム ・ゴルバ ーこの証言に よ
ると次の ようであった。
農業公社 の農場 に編 成 さ濃 地 を失 ったネ†民 は,20㎞ 離 れたマ ルヴダ シ トの町や60㎞ 離
れた都市 シーラーズで仕事 を していが,革 命の混乱でその多 くが職 を失い村 に戻 らざるを得ない
状況 にあった。同 じ村民 として彼 らの ことが気にかか り,村 民を集めて集会 を開 き議論 をした。
その結果,旧 地主の農場 を占拠 し農地 を分配する行動を起 こすこ とが決定 された。マルヴダシ ト
地方で は当時すでに村 々で旧地主が所有す る農場の 占拠が始 まってお り,村 民が一致団結 して行
動 に当ることが確認 されたのである。 こうして農場の占拠が始 ま り,地 主の立ち入 りを禁 じ,栽
培 中であった作物 について も接収が宣言 された。王政期の治安機 関であるジャンダルメ リーはす
でに機能停止の状態 にあったか ら,旧 地主の3家 はほ とんど抵抗する力 を持 たなか った。
しか し,農 場 を占拠 した後 に解決 を必要 とするさまざまな問題 を抱 えることになった。問題 の
一つ は
,こ の 占拠 には法 的根拠が な くYま た占拠 についての政府の明確 な見解 も示 されなかった
ことか ら,農 場 の所有者 との 間で土地の権利 をめ ぐる争 いが生 じたことである。 また一つ は,占
拠地の分配 をめ ぐって農民 と土地 なし層 との問に利害の対立が生 じた ことである。 これ らは当事
者 だけで解決 をはか るには困難な問題であ り,第 三者による調停が不可欠であった。 この調停役
を担 ったのがつ ぎに述べ る 「5人委員会」 である。
占拠が行 われて間 もない1979年7月24日,「 農地権利侵害防止法 案」が成立 した。この法律
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の 内容 は,土 地の所有権 をめ ぐる対立 や訴 訟 を解決す るため に 「5人委員会」 を設置 し,こ の
「5人委員会」が紛争 の当事者 に和解 を促 す,ま たそれで も問題 が解決 しない場合 には当該委員
会が最終決定を下す というものである。委員会 は,判 事1名,農 業省 の役 人1名,地 方行政府の
役 人1名,そ れに少 な くとも1名 のイス ラム聖職者 を含む識者2名 で構成 され,占 拠 に関わる諸
問題の検討 と決定 を任せ られていた。ポ レノウ村 で もこの法律 に基づ いて 「5人委員会」が設置
された。 この委員会 で検討 された主な案件 は次 ぎの2点 か らなっている。
① 地主 に残すべ き農地の規模
② 土地 な し層 と農民に分割する農地の規模
このうち① については,農 地 をなるべ く多 く確保すべ く農場の所有者である旧地主の さまざま
な工作があった。た とえば,村 社会 のメンバーであ りなが ら地主農場の差配 をもしていた人物や
5人 委員会のメ ンバーへの働 きかけ を通 して,で きるだけ多 くの農地 を占拠者 か ら取 り戻そ うと
した。 また占拠地に対す る要求 を取 り下げる とい う条件 で,村 民代表3人 に1人 当た り10haの
土地 を無償 で与 えることを提案 して切 り崩 しを図った。
「5人委員会」 による調 整はなかなか うま くいか なかった。 このため,最 終判断 を農業省 の副
大臣エス ファハー二に委ねるべ く手紙 を出 した。同副大臣は1981年1月31日 に州知事 に通達 を
送 り,ポ レノウ村 の村民 に占拠地 の内の400ha分 について農耕 を許可す る旨命 じ,こ れ に よっ
て① の案件 は一応決着 した。
この案件①が決着 して後,土 地問題の解 決 をはかる機 関に変更が生 じた。1981年4月 の革 命
評議会の議決 によ り各地に 「7人委員会」が設置 され,土 地問題の解決 に当なるこ とになった。
これによ りポ レノウ村の土地 をめ ぐる紛争 は 「マルヴダシ ト地区7人 委員会」が担当す ることに
な り,案 件② はこの委員会が解決を図 ることになった。
農地 を農民お よび土地な し層 の問で どう分割するか とい う② の案件 につ いては利 害が対立 し
た。農民 は農業公社 の清算 ですで に1人 当た り7haの 農地 を回復 していたが,村 の土地 な し層
には農地 がなかった。 と くに都市部か ら村 に戻 って きた人たちの多 くは土地 な し層で あったか
ら,旧 地主の農場 の分割 に際 して,彼 らが優 先 して土地を保 証 されるべ きだと主張 していた。
結局 「マルヴダシ ト7人 委員会」 は次のような結論 を出 した。
① 村 の土地 なし層28人 は1人 当た り7haの 配分 を受ける。
② 農民36人 は1人 当た り4haの 配分 を受 ける。
③ 地主3家 族 にはそれぞれ60haを 残す。
土地な し層 に1人 当た り7haが 配分 され たの は,農 民 との均衡 を図る ことにあった。農民 は農
業公社農場の清算で1人 当た り7haを 回復 していたか ら,こ れ と同等の面積 の農地が土地 な し
層 に配分 された ということである。続いて農民36人 に各4haが 配分 される ことになった。 しか
し,こ れ には不平等 である とす る土地 な し層か らの異議が あ り,こ の4haに つ いては農民 自身
ではな く子供の名義 とす ることで収拾 がはか られた。 この結果,農 業公社農場 の解体 で戻 された
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農民の農…地 と占拠 した旧地主の農場 において,農 民が各 自11ha,土 地な し層が7haの 土地 を取
得 し,線 引 きをして農地 を分割す ることになった。ただ し,村 に居住す る土地 な し層すべてが土
地 を配分 された訳 ではない。村 に居住 しなが ら比較的安定 した賃金労働者 となっていた人 た ち
は,土 地の配分 に際 して権利が ない とみ なされ,5人 の土地な し層が対象か ら外 された。
一方
,農 場 を所有す る旧地主 にも一定の土地が保証 された。 この村の地主 は,デ ヘ ガー ン家,
ジ ョー カール家,ア ブ ドッラー ヒー家 の3家 で あ り,2対1対1の 割合 で土地 を共有 して いた
が,3家 にそれぞれ60ha,計180haを 残 す ことで決着が はか られた。 しか し,各 家 ともに名義
人の数は多い。 アブ ドルラー ヒー家 は5人,デ ヘ ガー ン家 は7人 が名 を連ねてお り,名 義人1人
当た りで はその規模 はか な り零細化 し,地 主 階層が大 きく凋落することとなった。
ポ レノウ村 の占拠地の処理 は以上 のように決 まったが,こ の措置 はあ くまで臨時的 なものであ
り,最 終的には恒久法の制定 を待たざるを得 なかった。農場の 占拠の後,す でに述べたように,
農地改革法案,ま たその後 の修正法案 は1983年1月 に棚上 げされ,こ の揺 れ戻 しの なかで農場
を占拠 された旧地主層 は勇気 づ けられ,土 地紛争 を裁判 に持 ち込 むケース が多 くなった。 そ し
て,紛 争が続 く土地問題 を急 ぎ解 決す るために 「7人委員会」 と地 主に圧力 をかけた1986年10
月30日 の 「農耕のため臨時的に農民の管理下に置かれた利用地お よび未利用地 の譲渡法」 の成
立に至 って ようや く占拠地 の土地問題が法的 に確定す ることにな り,ポ レノウ村 においても概 ね
上記 の ように決定 された。 しか し,土 地が登記 され村民 がサナ ド(売 買契約書)を 手 にす るまで
にはさらに10年 以上の歳月がかかったのであ る。次 に,登 記 に際 して交 わされ たサ ナ ッ ド(売
買契約書)を もとに農地の譲渡の内容 を具体的にみてい くことにす る。
3ポ レノ ウ村 におけるサナ ッ ド(土 地売買契約書)
こ こに示す サナ ッ ド(農 地売買契約書)は 大 土地所有 者(旧 地主)と ダールユ ー シュ ・ゴルバ
ニー個人 との 間で取 り交 わ された ものであ る。被譲渡人 ダールユ ー シュはポ レノウ村 の農民36
人の1人,ア リ ・ゴルバ ニーの子であ る。 旧地主の農場 の分割 に際 して,農 民 の取得 地4haは
子の名義 とす る旨決め られていたためである。
先 に紹介 した農地改革時のサナ ッドでは,農 地 は農民36人 に一括譲渡 され,36人 が モシャー
で共有す ることになったが,こ のサナ ッ ドでは,被 譲渡権者1人 ずつが個別 に地主 と契約 し譲渡
され てい る。譲渡 された土地 は113サ フムの農地 と16サ フムの農地のそ れぞれ36分 の1で あ
る。サフムは持分の単位 を示 した ものであ り,こ こでの1サ フムは1haの ことであ る。サナ ッ
ドには,地 主か ら農民36人 に譲渡 された土地 と場所 のみが示 され てお り,こ の土地の どの部分
か は記されていない。つ ま り農民には譲渡 される農地 の持分 が示 されてい る。 しか し36人 に譲
渡 された農地 は,そ の後 もモシャーで所有 されたのではな く,譲 渡 を受けた後 に農民の間で分割
された。つ まり,農 民が農地 を共同で所有 し強い共 同関係 で耕作 していた農業制度 はこの時点で
廃止 され,農 民 は分割地 を家族で経営する小農 となった。
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ポ レノウ村 のナサク所有者 に対 す る地主所有地譲渡の土地売買契約書(要 約)
1997年12月
1986年10月28日 にイス ラム国民議会 で可 決 された法律 に もとづ き,ま たフ ァールス州 の土地
再生 ・配分委員 会の紹介状(1-1452,1999年2月9日)に よって,以 下の契約書が作成 された。
売 り手
パ ルウイーズ ・デヘ ガー ン(父 の名 マ フムー ド)
モハマ ッドバーゲルソフラーブ ・デヘ ガー ン(父 の名 ア リモハマ ッ ド)
フ ァリバ ・アブ ドルラーヒ(父 の名 モス タファー)
対象 となる土地
地主3名 が所 有す る土地の うち,そ れぞれが等 しく37.66サ フム をモ シャー(共 有)で もつ111
番 の中心部 をなす113サ フムの土地,お よび3名 がそれぞ れ5.33サ フム をモ シャー で もつ111・ 番
一1の16サ フムの土地。
買い手
ダールユー シュ ・ゴルバ ニー(父 の名 はアリ)
取 引対象
113サ フム(1!1番)に お ける3.1388ha
16サ フム(111番 の1)に おける0.44ha
地主 の所 有地については農地改革 にもとつ くユ971年 の議事録 に もとつ いて登記 された ものであ
り,買 い手 もこれに もとついて取 引に応 じる。
価格
総額138万3500リ アル
5年 分割払 い。最初 の支払額 は27万6700リ アル,支 払 日は!999年 の10月20日 とす る。支払
いは毎年 この10月20日 までにな され なければな らない。
条件
このサ ナ ッドは支払 いが完了 した時点 で通常のサナ ッ ドとなる。
それ までこの土地 を取 引す ることはで きない。
この農地 はほかの 目的で利用す ることが出来 ない。
では,地 主農場 の分割で農民,土 地な し村民,旧 地主への配分地 はどう決 まったのか。図2で
説明す ると,農 民36人 が各7haを 所有す る農地 は王政期の農地改革で譲渡 され た ものであ り,
道路や水路 を含めて298haあ る。一方,農 地改革後 に旧地主が所有 した土地 は695haで あ り,
この うち農地 はお よそ565haで あ る。 この565haの うち196haが 村 の土地 な し層28人 に譲渡
され,農 場 のほぼ中央部 に割 り当て られた。 またその近隣の農地113haと16haが 農民36人 の
子 に譲渡 された。一・方,地 主 には北側 の土地120haが アブ ドルラー ヒー家 とジ ョーカ0ル 家 に
60haず つ戻 され,南 側の60haが デヘ ガー ン家 に戻 された。 しか し,こ の分割で はまだか な り
の農地が分割の対象 とならず残 されている。 この土地 は川沿いの未利用地 と紛争地である。紛争
地 につい ては,村 民が 占拠 して分 割 してい るが,「7人 委 員会」は村 民 の所有 と認め てはお ら
ず,1986年 の法の対象 ともならなか ったことか ら,2006年 の時点でなお係争 中である。
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図21986年 の法にもとつ くポ レノウ村の農地分割
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農地改革で地主所有地となった農地。革命時に村民によって占




お わ り に
以上か らわかるように,革 命期 に起 きた農場 の占拠 は王政期 における農地改革 を主 たる契機 と
していた。農地改革の不徹底 さについては当初 よ り批判があったが,こ れ を身近 に実感 していた
のが村 の農民であ り土地 な し層 であ った。多 くの農民 は農地改革後 も豊か さを享受で きず,し か
も村のす ぐ隣に旧地主の大規模 な農場が広がっていたか らである。 しか し,こ の ことが農地改革
の評価 を妨げる ものではない。地主の利害 を反映する形で実施 された とはいえ,農 業の近代化 を
目指 したことに違いはないか らである。前近代的 な地主 ・農民関係 は廃止 された し,旧 地主 は企
業的な農業経営者 に衣替 え し農業生産性 も上昇 した。 問題は農地改革の もつ近代化 の内容にあ っ
たといって よい。資本主義的な経営 こそが近代であ り,農 民的経営 はその過渡的形態 として理解
され,ま た生産力主義が農民の厚生 よりも優i先された とい うことである。経済開発が進め られ る
中で農民の経営 は克服 されるべ き農業制度 とされ,大 規模 な企業的農場に生産力が期待 されたの
である。 さらにオイルシ ョックを経 て巨額 の資金 を得た政府 は開発 を急 ぎ,労 働力 においても再
配分 を求めた。人口抑制策 をとる一方で農村か ら都市への人 口の移動 を推 し進めたのである。農
村 人口が減少すれば農民経営 も企業 的経営 に発展す る可能性がある。 しか し,イ ラ ンでは農村人
口の総人口に占める割合は1980年 において も50%を 超 えてお り,農 民 は相変 わ らず零細であっ
た ことか ら,イ ラン経済の社会的矛盾 は農村 に深 く沈潜せ ざるを得 なかったのである。農地の再
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配分 を求めた農場 占拠 はこう した旧体 制の開発政策 に対す る農村 か らの強い批 判の現 われであ
り,国 家 の暴力装置 によって抑 え込 まれていた不 満が革命 の空 白期 に一 気 に表面化 した もの と
いってよい。
ではこの占拠 をイス ラム体制下の権力層 は どの ようにみていたか。 この点 はきわめて曖昧であ
る。革命の理念 に関わる問題であ り,体 制 の内部で評価 は分かれていた。社会問題化 したことで
既成事実化 した農場 占拠 を認めなが らも,基 本においては必ず しも承認 していた訳ではなか った
と思 われ る。 これは1986年 の法律 に象徴的 に表れている。 この法 は占拠 の追認 とい う対 処療法
的性格 をもち,革 命の過渡期,つ ま り1981年3月 までの占拠 について はやむな く認 めたが,そ
の後の 占拠 については判断を放棄 した。 このため占拠地 の分割が法的 に確定 しないまま地主 と農
民 の問で紛争が長期 に続 き,多 くが裁判 闘争に持 ち込 まれた。 この結果1981年3月 以降 に占拠
された旧地主の農場で は地主 はより多 くの土地を取 り戻 し,場 合 によっては占拠 その ものが無効
とされた。マ ル ヴダシ ト地方 の事例 でみ る と,た とえば,ポ レノ ウ村 か ら20㎞ 離 れ たベ イ
ザー地区のある村 の場合,村 民 に占拠 された土地700haの うち400haが 地 主に戻 され た。 また
1980年 代末 に占拠が あったバ ンダー ミ0ル 村で は,裁 判 で占拠が不法 とされ,村 民が 占拠 して
いる土地すべて を地主 に戻す よう決定 された。村民 はこの判決 を不服 として占拠 を解 かなか った
ことか ら,1989年 に警察権力が介入 して,死 守せ ん とした村 の住民 との激 しい衝 突 とな り,村
民4人 と警官1人 の計5人 が死亡す る事件 に発展 した。
イス ラム体制下の政府 の対応には曖昧 さがみ られたが,革 命後 に農民的経営 は全体 として拡大
し,政 府 も農産物 の価格支持政策な ど農民保護の政策 をとった。農民は豊かにな り農業経営へ の
投資 も増 えた。その後の4半 世紀 をみる と,化 学肥料や灌概水量が増 え高収量 品種が普及 したこ
とで生産性 は大 き く上昇 し,灌 概小麦 の単収でみ る とこの30年 間に4倍 前後 に増大 した。生産
力 の面では小農保護政策は一定の成果があった といって よい。 しか し,一 方で土地問題 では深刻
な問題 を抱 えている。 イラクとの戦争が続いた1980年 代 に政府 は人 口増 大政策を と り年 間3%
を超 える高い出生率 を記録 した。 とりわけ農村部で人口の増加が著 しく,人 口圧力 による深刻 な
土地 問題 に再 び遭遇 している。分割相続 による農地の零細化が進み,ま た新たに農村 に失業層が
滞留 して小農 を軸 とした村の農業 は再び深刻 な土地問題 を抱 えているのであ る。
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